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は じ め に

現代社会は、威信 ・学歴 ・所得 ・権力などの社会的資源およびその獲得機会が人ぴとの間に

不平等に配分されたハイアラーキカルな階層社会であ り、ブルーカラーはその階層社会の中で

農業とともに下層に位置づけ られている(盛 岡ほか1990pp.22-3)。 近年、第三次産業やサー

ビス部門の雇用需要の増加を背景に 「若年労働者の技能労働離れ」が大きな社会問題となって

お り(労 働省1991p。191)、 雇用の選択機会の増加によって技能労働の魅力はさらに低下 し

ているようにみえる。しか し他方で、わが国の技能労働者は、技術革新への柔軟な適応力や改

善提案への積極的参加を通 して戦後日本経済の発展に大 きく貢献 してきた功労者として高い評

価を得ていることは周知の通りである。

技能労働者には、このように社会的地位の低い3K職 場の労働者 というイメージと、高い適

応力をもって生産性 ・品質の向上に活躍する高資質の労働者という2つ のイメージが併存 して

いる。そのいずれかが実像で、他方は虚像というように決めつけられるものではないが、技能

労働者に対 して社会的にどのような機能遂行が期待 され、かつ、その遂行に対 してどのような

報酬が与えられているかをみることで、技能労働者に対す るイメージの変化の方向とその要因

を探 る手がかりが得 られるであろう。

この間題を考察する楊合、パー一ナー ドおよびサイモソの誘引 ・貢献理論(Simon1976)が

参考になる。 ワトソソは、誘因 ・貢献理論を敷延 して次のように説明している。職業構造と労

働市場の環境条件の中で、技能 ・知識 ・体力などの能力と、期待意識 ・興味 ・野心等の価値観

を有する個人が労働 ・貢献を提供 し、他方、使用者は労働者の貢献を利用す るために報酬 ・誘

因を提供する。その誘因には、賃金 ・働 きがい ・個人的価値実現 ・安定性 ・権力 ・地位 ・昇進

可能性などが含 まれ る。その誘因と貢献の関係は、相互に均衡す るものでなければならない

(Watson1987p.95-102)。

誘因と貢献の均衡は、個人の位置への最適配置と個人の潜在能力の最大発揮を達成するため
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の必須条件であり、また誘因と貢献の互酬関係は、位置に対する社会的評価をつ くりだすとと

もに、個人にとって職業の魅力を規定する要因となる。シャイソは、誘因と貢献の互酬関係か

らキャリアダイナミックス説を展開 し、個人が職業選択に際 して行 う自問として次の5項 目を

挙げている。①その仕事には自分を試す機会があるだろうか。.自分でそれをこなせるだろうか。

②仕事の結果が組織か ら評価されるだろうか。③ 自分の個性および誠実さを保持できるだろう

か。④仕事と余暇 ・家庭のバラソスのとれた生活をすることができるだろうか。⑤学習 し成長

するだろうか(Schein1978p.106)。

実際にわが国の国民が職業の魅力とその規定要因をどのように評価 しているかを明らかにし

た調査 として、1975年 「社会階層と社会移動全国調査」(SSM調 査)が ある。具体的には、

小学生の男の子がいるものと仮定 して、子どもに就いてもらいたい職業の順位とその理由を聞

いている。調査結果を分析 した岡本英雄ほかが明らかにした主な知見は、①職業の魅力の順位

と職業の地位の評価順位はかな り一致度が高 く(順 位相関係数0.88)、 ②職業の魅力を規定す

る要因としては、能力発揮の機会がもっとも多 くあげられ、ついで雇用の安定性、高収入など

が続いている、とい う2点 に要約されよう(岡 本ほか1979)。

魅力と地位の間の高い相関は、地位 ・威信の高い職業に就きたい、就かせたいという人びと

の期待意識を示すものであるが、実際の職業選択は、個人の価値観と合わせて希少な職業に就

ける可能性、就いてから能力を発揮で きレる可能性を酌量 して決めるものと考えられる。そして

選択 した職業に長 くとどまるかどうかは、個人の潜在能力の開発 ・発揮の可能性、その報酬か

ら得 られる外的 ・内的満足感などが、それぞれの目標として描いている水準に比べて満足 し得

る状態にあるかどうかで決めるものと考えられる。個人にとっての職業の魅力は、地位 ・働 き

がい ・賃金など誘因 ・報酬の質と、適性 ・能力発揮による個人の貢献可能性の互酬関係によっ

て決まるとい うことである。

しかし、技能労働者の職業的魅力が以上のような諸要因によって規定されるとしても、静態

的因果関係だけでは職業的魅力変化の実相に迫ることはできない。そのためには、技能労働者

の職業的魅力を規定する要因と考えられる誘因と貢献の互酬関係およびその変動のメカニズム

をできるだけ多面的動態的に捉える必要がある。本稿ではそのための第一次接近として、社会

的地位、社会移動、階級意識、期待意識、技能、参加と自律性、賃金および資格の各側面から

この問題を検討する。

1.社 会的地位と移動

現代社会においては、出身階層や身分によって個人の所属階層が規定される属性主義社会か

ら、主に能力や業績(具 体的には学歴)に よって階層が決 まる業績主義社会へ移行することが

共通の価値理念とされている(Parsons1951)。 それはまた、産業化それ自体の機能的必要

による身分制的階級社会の変質とも対応 している。すなわち、個人の努力による学歴取得(メ

リットの向上 とみなされる)と 自由な職業選択を通 して個人に機会均等を保障することが、近

代社会の必要 とす る適材を供給する主要な手段とされているということである。この場合、選

択の機会均等を実現する媒介項は市場メカニズムであ り、個人の行動の原動力はそれぞれの欲

求の極大化である。

このような価値尺度に照 らしてみるとき、 日本の社会はSSM調 査によって確認されている

ように、個人は学歴取得によって威信の高い職業に就ける可能性が高いとい う意味で業績主義

社会である(富 永1979p.67)。 しか し、 日本における高学歴化は、出身階層別の教育達成

レベルの平等化をもたらさず、本人の学歴と現職の対応を強化せず、出身階層の到達階層に対
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する直接的効果を減少させなかったとい う意味において、高学歴化は日本社会の 「業績主義化」

を推進 したとは必ず しも言 えない、とされている(菊 池1990p.14)。 つまり、階層構造そ

れ自体が生み出す不平等などのために、教育の完全な機会均等を実現することは困難であ り、

高学歴化による地位達成の平等化が進んでいるとは必ず しも言えないということである。また、

世代間移動に比べて世代内移動の機会は限定 されている、という問題もある。終身雇用社会で

は学歴が評価されるのは実質的には初職の選択時に限られるほか、二重構造など労働市場のセ

グメソ ト化要因(尾 高1984pp.28-31、DoeringerandPiorePP.165-9)等 が作用するため

である。藤田英典(1990p.147)に よる1985年SSM調 査結果に基づ く個人の初職 と現職の

世代内移動分析の結果をみると、ホワイ トカラーの場合、内部昇進の深化に基づ く企業内キャ

リアパスが形成されており、管理職 ・専門職への顕著な移動経路がある。これに対 して、大企

業プルーカラーの移動先は、大企業ブルーカラーが約50%、 中小企業プルーカラーが約15%で

あり、ホワイ トカラーは約16%に とどまる。また中小企業ブルーカラーの移動先は、中小企業

ブルーカラーが約57%、 自営が17%で ある。

さらに下層階層に属 している個人が上層階層へ移動することによって移動 した個人の地位上

昇は達成されるとしても、その移動が下層階層にとどまっている人の地位に与える影響の問題

がある。それについては次の2つ のケースが考えられる。

一つは、移動 した個人と下層階層の双方が、より望 ましい状態へ移行する場合である。いま、

下層に位置する人がそのメリットによって上層の位置に移動するとしよう。この楊合上層に移

動 した人の担っていた位置の機能遂行に従前同様の社会的ニーズがあり、他の条件が同 じであ

ればそこに欠員を生 じる。その欠員に別の人を誘引するため賃金の改善が図られ、か くして階

層間資源再配分による階層間格差の縮小が進行する。この場合、'市楊 メカニズムを通 して成員

の社会移動と階層間格差の縮小が並行的に進行するため、移動は個人にとっても社会にとって

もより望ましい状態への接近を意味する。

二つ目は、移動が下層階層忙対 して不当な蔑視を生むケースである。それは、階層間移動の

機会均等は形式的には存在するが、前述 のセグメソ ト化要因等に規制 されて、実際には市場メ

カニズムが完全には作動 しない場合にとくに顕著に現れることが考えられる。そこでは成員の

社会移動が抑制されるために、下層階層 に所属する成員は、たとえ潜在能力があっても本人の

生来の才能の乏 しさのため、ないしは社会的 ・組織的に評価 される技能 ・資格などを獲得 しよ

うと しなかった選択の結果 としてその階層にとどまっているもの とみなされることになる

(Thomas1989)o

現実に、第一のケースにおいても、移動による欠員が労働節約的技術の導入によって相殺さ

れ、雇用量が全体として減退することが考えられる(尾 高1984P.7)。 この場合 も賃金上昇

は期待できないため、下層階層の成員は第二のケースと同 じ理由で蔑視を受けることになる。

このように階層間社会移動によって個人の地位上昇は可能であるが、それによって下層階層

の問題が解決されるわけではない。このことは、マー トソの提起 したアノミー仮説の問題とし

て捉えることができる。マー トソは、社会的文化的構造の要素として、社会の文化的目標とそ

の 目標を達成するための手段としての制度的規範 とい う二つの操作概念を抽出し、両者の不調

和がデュルケームの言うアノミーをもたらすと考1た 。具体的には社会において金銭的成功と

いう文化的目標が強調されながら、下位の階層 に対 してはその解決のための合法的手段が著 し

く限定 されているため、下層においては逸脱的行動への圧力を受けやすいということである

(Merton1957(邦 訳)p.163)。 安田三郎は、このマー トソの仮説を日本について検証 し、

その結果 「低学歴の者は立身出世の価値態度を強 く支持 しているが、逆にアスピレーショソは
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低 く、アメ リカに関 して提起されたマー トソのアノミー仮説が日本において こそ成立するので

はないかという示唆を得た」と述べている(安 田1971p.382,535)。

さらに遡れば、明治8年 に福沢諭吉がこの問題を階級意識に関連づけて 『文明論の概略』の

中で早 くも次のように指摘 している。

故に遇ま民間に才徳を有する者あれば、己が地位に居て此才徳を用 るに方便なきがため、自

から其地位を脱 して上流の仲間に入 らざるを得ず。故に昨日の平民、今 日は将相と為 りしこと、

古今に其例少なからず。之を一見すれば彼の上下の隔壁もなきが如 くなれども、此人物は唯其

身を脱 して他に遁れたるのみ。之を皆へぱ土地の卑湿を避けて高燥の地に移 りたるが如 し。一

身のためには都合宣 しかる可 しと錐も、元と其湿地に自ら土を盛て高燥の地位を作 りたるに非

ず。故に湿地は旧の湿地にて、 自今己が居を占めたる高燥の地に対すれば、其隔壁尚存 して上

下の別は少 しも趣を変ずることなし」。

福沢はさらにこれに続けて、英仏その他 ヨーロッパの国々においては 「地方に就いては 『ロ

カルイソテレス ト』があり、職業に就いては 『カラッスイソテレス ト』あり、各其人の住居す

る地方、又は其営業を共にする等の交情に由て、各自家の説を主張 し自家の利益を保護 し、之

がために或は一命を も棄る者なきに非ず。此趣を見れば、古来 日本人が自分の地位を顧みず し

て便利の方に附き、他に依頼 して権力を求むる……は、鄙劣の甚だしきものな り」 と述べてい

る(福 沢1962pp.193-4)。
一般的に言って下層階層に不利な状態を改善するためには次の二つの選択肢がある。一つは、

移動の障壁を取 り除 き機会均等の実現を目指すことであり、もう一つは移動の必要のない社会

に近づけることである。移動の必要のない社会とは、下層階層それ 自体の地位向上によって結

果の平等を目指す ものである。階級的連帯感の強化は、いうまで もな く後者の重要な戦略手段

とされてきた。

乞 階級的連帯志向と内部昇進志向

戦後わが国経済が未だ戦前水準を回復 し得ず、潜在失業や二重構造経済からの脱却が労働政

策の重要課題 とされていた当時、わが国技能労働者の特質は、福沢説 と同じくもっぱら階級的

未成熟性に求められた。

氏原正治郎は、戦後間 もない時期に実施 した京浜工業地帯の労働者調査を通 してわが国労働

者の特質として階級的未成熟性を析出し、その原因としてわが国労働者が農村労働力に規定さ

れた存在であるが故の意識の消極性 と熟練形成の特殊性をあげた。後者について敷延すれば、

みようみまねの非体系的技能形成および特殊 日本的資本蓄積形態が技能の企業間非通用性をも

たらし、 「それは、一方でその生涯を個別企業に託せざるを得ないという意味での従業員的性

格を労働者に与え、他方、労働者の技能または トレー ドを基礎 とす る超企業的連帯性をさまた

げてきた」のである。そしてこのような特質をもつ熟練の基礎の上に、年功的位階性職場秩序

と労働市場の企業封鎖性が成立 し、 「労働者の個別企業への生涯を通 じての隷属」を結果 して

いるとした。氏原にとっては、 「一般に、近代的賃金労働者が、………職業的熟練に、その超

企業的階級的連帯性の基礎を求めてきたとすれば、 日本の労務者は、かかる意味での階級の中

にではなしに、いっそ う深 く個別企業の階級秩序の中に足をふみいれている」のである ,(氏原

1966p.369)o

氏原の指摘にもかかわらず、わが国労働者はその後も階級的連帯性を強めることはなかった。

第二次大戦後既成秩序が革命的に変革され、民主化のための制度が次々に導入された。人事労

務管理の面では、職員 ・工員の身分差別の漸次的廃止、年功賃金制度や終身雇用慣行のブルー



泉:日 本の技能労働者の誘因 ・貢献と職業的魅力 241

カラー層への浸透などが図られた。 これ らの措置は、従業員意識を強めることによって協調的

労使関係の構築と高度経済成長に大いに貢献することとなった。 日本経済のめざましい発展は、

このような労使関係の中で労働者が階級的未成熟性を保持 したまま生活水準の著 しい改善をも

たらしたのである。

かつては終身雇用慣行、年功賃金制度、企業別組合制度によって特徴づけられる日本の雇用

賃金 ・労使関係の慣行は、遅れて資本主義経営に乗 り出 した日本経済の後進的特質であり、近

代化によって克服 されるぺきものとされてきた。 しかしその後のわが国経済の発展は、長い間

前近代的 とされてきたものが、実は経済合理的 ・先進的制度であることを結果的に証明するこ

とになった。 日本の雇用賃金慣行が労働者の能力の開発 ・発揮を促進 し、経済成長に寄与 して

きたという考え方は、筆者も参加 したOECD報 告書(OECD1973)に よって指摘 されて以

来広 く認められるようになったが、この説に理論的根拠を与えたのは ドゥリソジャー=ピ オー

リ(DoeringerandPiore1971pp.13-40)の 内部労働市場論である。それは、技術革新 の

激 しい時代に求められる企業特殊的技能形成のために、長期的視点で内部昇進と連動 して行わ

れ る職場内訓練(OJT)が 、きわめて効果的効率的な訓練方式であることを実証 し、結果的に

日本的雇用慣行の合理性を裏づけることになったのである。

労働者にとって、熟練を基礎とする超企業的階級的連帯志向は、外部市場志向の技能形成と

自由な労働移動による雇用防衛を求めるものであるのに対 し、組織志向の技能形成は企業内昇

進 と企業による雇用保障を求めるものであった。市楊志向型に比ぺて組織志向型のもつ優位性

を後発効果として鋭 く指摘 したのは、 ドーアの 『イギリスの工場 ・日本の工場』(!・-1973

とくに第15章)で あった。

かつて氏原が指摘 したように、 「企業間非通用性」を特徴とする企業特殊的技能は 「年功的

位階制職場秩序」に組み込まれたが、それは企業への隷属を結果するとい うマイナス面よりも、

間宏(1971pp.16「33)が 指摘 した ように経営$‾対する貢献 を通 して自己実現を求める労働

者の欲求を満た し、キャリア志向を強め るというブラス効果の方が大 きかったものとみられる。

3.ブ ルーカラーに対する資源配分の変化とその背景にあるもの

前述のようにブルーカラー労働者が社会的資源配分において不利な状態におかれていること

は否定できないが、ブルーカラーに対 してすべての資源が不利に配分されているわけではない。

この点を地位一貫性の研究によってみてみよう。今田高俊=原 純輔は、1975年 のSSM調 査の

結果に対 してクラスター分析を適用 し、個人に対す る社会的資源配分のバターソから日本の階

層構造の特徴を明らかに している。その分析では、社会的資源を①威信(本 人が従事 している

職業に対 して与えられる職業威信)、 ②学歴、③所得、④財産(耐 久消費財、宅地、家屋、株

券など)、 ⑤生活様式(余 暇生活の機会)、 ⑥勢力(他 者を自己の意志に従わせ しめる能力)

の6次 元で捉え、個人が各次元において占める位置が一貫的か、非一貫的かを検討 している。

その知見によれば、わが国では威信や学歴は低いが所得は高いというような非一貫型(51%)

が、一貫型(41%)よ りも多 くなっている。その意味で日本の社会は全体として地位非一貫型

社会であるとされる。地位一貫型は、上層地位一貫型(11%)と 下層地位一貫型(30%)か ら

なり、その うちブルーカラーは前者では0.5%を 占めるにとどまるのに対 し、後者ではブルー

カラーが20%を 占め、下層地位一貫性の主体をな している(と もに全サソブルに対する割合を

示す)。 他方、地位非一貫型は、資源による地位の高低によって資源配分パ ターソを異にする

4つ のグループからなり、それらを合わせたもの(51%)の うちブルーカラーは19%を 占める。

したがってブルーカラーのうち半数は 「多元的不平等が不利に集積 した」下層地位一貫 グルー
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ブに属 し、半数は地位非一貫 グループに属する、 ということになる(今 田ほか1979)。

このような階層構造の下では、ブルーヵ ラーにとって地位非一貫階層の割合が増えることが、

より平等な社会に近づ くことを意味する。1955年 、65年、75年 の3ケ 年のSSM調 査結果にク

ラスター分析 を適用 して階層の変化を検証 した富永健一(1988p188)の 研究によれば、下

層地位一貫 グループは55年 には49%を 占めていたが、65年 には32%へ 、 さらに75年 には29%へ

と減少 し、代わって地位非一貫が増加 している。 ブルーカラーだけの該当す る数値は不明であ

るが、全体と似た傾向を辿 っているものとみて よいであろう。なお、このクラスター分析の対

象とされた社会的資源は、学歴、所得、威信の3項 目である。富永(前 掲書PP。153-62,196

-7)は 、 このような地位非一貫の増大について、それは大衆化と平準化が進行 した状態のもと

で、下層一貫の人ぴとが集合的な社会的上昇を経験す ることによって形成 されたものであり、

「新中間階級」と 「労働者階級」との間の境界が次第に消滅 に向かいつつあることを示す もの

であるとしている。富永によればこのような地位非一貫の増大は、産業主義による階層構造の

変動と対応するものである。具体的には、第三次産業の伸びによるホワイ トカラー層の飛躍的

増大、第二次産業内部における組織の官僚制化による中間管理者 ・管理補助者の増加、製造工

程の自動化によるブルーカラー労働者の増加の頭打ち、ブルーカラー職務のホワイ トカラー化

による両者の境界の不分明化などである。

「大衆化の進行下において下層一貫層が集合的な社会的上昇を経験する」過程は産業構造 ・

職業構造の変化に伴 う 「強制移動」と連動 していることは明らかであるが、ブルーカラーの相

対的地位上昇をもた らした要因の一つは、わが国ブルーカラー労働者がホワイ トカラー労働者

と変わらないキャリア志向ない しアスピレーショソをもっていることに求められよう。 この点

について稲上毅の研究をみてみよう。

稲上(1981第1章)は 、現代イギリスの労働者階級のブルジョワ化仮説 を批判的に検証 し

たゴール ドソープら(Goldthorpeeta1.1969)の 研究成果 と比較 して日本の労働者の特質を

浮 き彫 りしている。 ゴール ドソープらの研究の狙いは、 「現代のブルーカラー労働者とその家

族が相対的に高い収入と生活水準を享受できるようになるにしたがって、 ミドル ・クラスの生

活様式を身につけ次第にミドル ・クラスの社会に同化 してい くようになる」という 「ブルジョ

ワ化」仮説を検証す ることであった。ルー トソ調査を通 じて導かれた研究の結果は、イギ リス

の労働者の中に企業や労働組合、 さらには政党に対 して 「手段主義」的行動様式 を身につけた

「豊かな労働者」が登場 していることを認めるものであったが、他方で彼らの階級構造に関す

るイメー ジ等からみて現状ではブルジョワ化仮説を支持することはできないとい うものであっ

た。

このようなイギリスの労働者の特徴 と比較 して、稲上が電機労連、鉄鋼労連、全電通および

動力車労組の組合員意識調査の結果から導いた知見は次の3点 に集約されよう。①ブルーカラー

労働者をはじめ組織労働者の仕事に対する価値付与のパターソは、外在的=手 段的ではなく内

在的e自 己充足的であり、いろいろな仕事を経験 して幅広い知識 ・技能を身につけたい、難 し

い仕事に取 り組みたいという希望を述べる者が多いこと。②組織へのかかわ り方では、長期的

勤続の意志が強いばかりでな く、とくに電機や鉄鋼労働者の場合には昇進への意欲も旺盛であ

り、キャリア志向意識が強い ことW。③社会的パースペクティブに関 しては、組織労働者の社

会階層帰属意識はブルーカラー労働者の場合も含めて中流意識に大きく傾斜 していること。

ブルーカラー労働者、ホワイ トカラー労働者を問わず、中流帰属意識をもち、仕事のやりが

いに高い価値を置 き、技能の向上や責任ある地位への昇進を期待するキャ リア志向意識をもつ

者が多いというわが国労働者の特徴は、手段的行動様式をとる者が多 く、昇進に対 してそれほ
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ど強い期待意識をもたないイギリスの労働者階級とは対照的である。

イギ リスに限らず欧米では労働者階級のキャリア志向意識は一般に低いとみられているが、

ブルーカラー労働者のために明確な上向的キャリア階梯を用意することに消極的であったのは

経営側 の思惑 だけに よるものではない。労働組合主義 にもその責任の一半があることを

Thomas(1989)は 次のように述べてL'る 。 「アメリカの労働組合主義が志向してきた 『仕事

規制の』組合主義(Dunlop1948)は 、雇用の安定と労働力配置に関する経営の恣意的管理か

ら労働者を守ることに力を入れてきた。具体的には先任権の重視、平準化 した賃金構造、細分

化 した職種区分がそれであるが、これらは組合員の雇用保障と連帯感を強めるのに寄与 してき

た反面、明確な昇進の階梯を設ける妨げになってきたことは否定できない。職種のグレー ドは、

複雑な先任権制度を運営 してい くために非技能的要素(職 種間の水平的区別など)が 重視され

て きており、このことが労使を技能向上に強 く結びついた対策よりも官僚的な規制に向かわ し

めることになったのである」。

わが国労働者のキャリア志向意識の時系列的推移は不明であるが、わが国ブルーカラーが英

国のような鋭い階級対立の意識をもっていたとは考えられないとしても、昭和30年 当時に行わ

れた調査で労働者の多 くが 「労働階級」の意識をもっていたとす る知見もある㈲(Takezawa

1969)。 仕事のやりがいを求め、明確なキャリア志向意欲をもつというブルーカラーの特質は、

高度成長下のポスト増加や後述の技能の高度化要請などによって強まったものとみられる。こ

こで伝統的労使関係の規制に左右 されることが少なかったのは、 ドーアの言う後発効果の現れ

であった。

4.技 術革新と必要技能の変化

(1)機 械化 ・自動化と技能の変化

かつてマルクス(1964pp.84-106)が 指摘したように、機械化によって人間が機械の単

なる付属物となって しまうのであれば、技能労働者の威信が低下することは避けられないで

あろう。また、シャイソが職業の自問において強調 している仕事に挑戦性を期待す ることも

できなくなる。事実はどのような方向に進んできたであろうか。

技能労働者は、歴史的には職人から分化 したものであり、その職人は高い威信を享受して

4・た。そのことは、かつてル ソー(1962pp.348-61)が 職人修行をもっとも自然な人間教

育の楊と考え、自分もエミ・一ルといっLよ に徒弟になって修行 したい、と書いていることか

らも伺える。職人の高い威信の源泉は、職人が技術者と技能者(技 芸家)の 機能を合わせもっ

て4・たことに求められよう(宗 像1991,1992)。 一人前の職人には、高度の腕でけでなく、

作品を構想 し効率的工法を工夫するなどさまざまな知的能力が要求され、また、作品の品質

に対 して全面的な責任を負い、親方になればさらに徒弟の訓練と職人の監督責任が加わる。

その労働の特徴は、道具や工法の選択や品質管理などにおける高度の自律性と責任性である。

さらに 「職人はどこにいても、人が迫害をくわえようとしたら、さっさと荷物をまとめるこ

とができる」(ル ソー 前掲書pp。349)と いう誇 りをもつこともできた。

マニュファクチャー以降の技術革新によって大規模工場が生まれ、かつての職人の機能は

技術者と熟練工に分化 したが、汎用機を操作する熟練工には引続き職人の腕が必要とされた。

その後、技術革新のさらなる進展によって熟練工の活動領域は次第に縮小 し、生産工程の一

部を断片的に担当するほとんど熟練を必要 とLな い低熟練労働者の大群が登場する時代を迎

えた。技術進歩に伴 う労働過程の変化を的確に図式化 したのは トゥレーヌ(Touraine1962)

である。彼は、技術の発展段階に伴う労働過程の変化を①汎用機を操作するために熟練労働
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を必要とする段階→②機械に材料を供給するだけの低熟練労働の段階→③オー トメーショソ

による直接的な生産労働の排除の段階の3段 階に区分 し、現段階を技術進歩の中間的時期と

みなし、そこでは熟練をほとんど必要としない労働が大量に生み出されていることを明らか

にした。 ブラウナー(Blauner1964PP.182-3)も ほぼ似たような見方をしているが、彼

はオー トメーショソ段階において、労働者は設備の運転と管理のために高度の責任が要求さ

れる労働の担い手となり、労働者は労働の単純化に伴 う疎外から解放 され るという逆U字 型

の疎外論を展開 した。

1970年 代に入 りマイクロエレクトロニクスを応用 した各種 自動化機械が産業活動のすみず

みにまで普及するようになり、人間の熟練の中でもとくに重要な制御行動がプログラミソグ

によって客観的数値データに置 き換えられることになった。それによってプログラミソグや

複雑な設備の保守などに高度の知識 ・技能が要求されるようになるとともに、単純作業が自

動機に置 き換 えられ省力化が進行 した。 しかし省力化設備のコス トや技術的制約 もあり、多

数の低熟練の労働分野が広範に残されているのも事実であり、技術革新が必要技能に及ぼす

影響についてはさまざまな議諭がある。

(2)技 能の高度化 ・多能化

1970年 代においては技術革新の進展によって技能の解体(deskilling)な い し技能の二極

分解(polarizationofskills)が 進行す るものとみる見解が多 くみ られたが(Braverman

1978,第8,9章,中 岡1971p.69)、 今日ではオー トメーショソによって技能は一般に

高度化 ・多能化の傾向を辿 るものとする知見が増 えている(職 業訓練研究センター1983,

労働省1982,Davis1988)。

研究の展開の中で重要な事実が明らかになった。それは、技術の水準によって労働過程 ・

必要技能が一義的に決定されるとす る技術決定主義が否定 されるようになったことである。

職業訓練研究セソターに設けられた企業内教育研究会(座 長 奥田健二上智大学教授)に お

いて筆者が担当した調査をみても、NC工 作機の導入 された工程において、オペ レータがボ

タソ押 しと監視だけの単純作業を担当 し、プログラミソグや保守作業を技術者または外部専

門企業等に任せる楊合と、オペ レータにもいろいろな仕事を複合 して担当させる場合とでは、

技能者の必要技能はまった く異なる。企業の競争力を維持す るためには後者の方が望ましい

と考えられるのであるが、個々の企業がいずれの方法を選択す るかは、生産のロットの規模

や製品の性質とともに、見逃せないのは技能者の適応力を高めるために過去にどれだけ多 く

の教育投資をしたかがその選択に強 く影響 していることである(職 業訓練研究セソター198

3pp.23-24)o

技能の高度化 ・多能化をさらに促進 したのが経営における多能工化運動である。多能工化

は、小数精鋭主義、人材育成、技術革新に対する適応力の向上、仕事に対するやりがいの向

上などを 目的として多 くの企業において積極的に推進 されるようになった。大企業では技能

の水平的拡大にとどまらず、これまで技術者の守備範囲とされてきた技術的業務まで取 り込

んだ形で垂直的な職務拡大 を実行 しているのが注目された。ただ し、中小企業のこの面での

取 り組みには大企業に比ぺて明らかに遅れがみられた。

このような多能工化運動が進められる中で男子技能労働者が自分の担当職務をどのように

位置づけているかをみると、 「多能工」とするもの39%、 「単能工」とするもの27%で あっ

た。技能労働者の多能工化に対する態度は、7割 の技能労働者が賛成 してお り、その理由と

して 「自分の能力を高められる」 「仕事のや りがいが高まる」などを挙げている。労働強化

になるから反対とする回答は少ない(職 業訓練研究セソター 前掲書 第7章)。
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このような技能の高度化 ・多能化は、企業が中堅技能者に期待する能力要件に大 きな影響

を与えている。最近重要度が高まった知識 ・技能として、 「品質管理に関する知識」がもっ

とも多 く挙げられ、ついで 「問題発見 ・解決の能力」 「機械設備の状態を診断す る能力」

「前後の工程に関する知識」などが上位を占めた。また、ME化 が進んだ事業所では 「自動

制御 ・シーケソス」 「プログラミソグ」 「電気 ・電子」などが重視されている(職 業訓練研

究センター 前掲書 第3章)。

このようにわが国では技能は単純化よりも高度化 していることは明らかであるが、わが国

の経営者が技能の高度化 ・多能化を直線的に志向してきたとみることはで きない。高度成長

下において量産技術が確立された1960年 代から1970年代にかけて、ライソ労働の単純化と監

督者や保全工 ・検査工など間接工の労働の高度化が、技能の二極分解の形をとって進行 した

ことは否定できない④。

Lか し、 日本の経営者は単純労働を労働者に分担させる作業組織のあ りように問題のある

ことに気づき軌道修正を図ったのである。このことは次に引用する1980年 代初期の自動車産

業の人材ニーズに明確に表現されている。

「作業の単純化 ・細分化こそ大量生産における生産性向上の最良の方策とする考え方は、

われわれもまた、経験 してきた道である。 しかし、このような作業の仕方は、品質は検査が

保証すればよい、利益とか生産性は会社が考えれば よい、俺たちはいわれたことだけやれば

よいとい う投げや りな気持 ちをもたせることになる。われわれは、それに気づき、一人の作

業者が習得する技能の範囲、彼のもつ技術力が経験 に比例 して拡大 し、高まるようにする必

要性を感 じ、新 しい視点から多能化を目指 した技能基準作 りに着手 した」(日 産自動車19

si>o

(3)技 能の技術化一 テクニシャソの機能

以上のような技能の高度化 ・多能化の方向は、技能(マ ニュアル ・スキル)の 技術化(テ

クノロジー化)を 意味す る。換言すれば、技術者と技能者の中間的職務の拡大である。技術

者 と技能者の中間的職務を担 う者は、欧米では通常テクニシャソまたはテクニシャソ・エソ

ジニアと呼ばれている。たとえばアメリカではテクニシャソは 「技術者と技能者の中間にあっ

て幅広い技能 と専門的知識の両方を有 し、新製品の開発 ・機械設備の改善 ・品質管理 。試験

などの分野で技術者と技能者の橋渡 し、技術者の補佐などの仕事をしている者」と定義され、

一般 に短大卒程度の学歴が要求される職位である(U .S.DepartmentofLabor1970p.

25)。 筆者が1984年 に担当した調査で、アメリカのテクニシャソと同じ定義を用いてわが国

の製造業におけるテクニシャソの有無や人事管理について調査 している。それによるとテク

ニシャソがいる事業所は全体の43%(大 企業では61%)、 当該いる事業所の従業員全体に占

める割合は5.2%と 推計 された。そのテクニシャソの多 くは、技能者として採用 した者から

テクニシャソ(職 長兼務者が多い)に 登用された者である⑤。

労働省 「産業労働事情調査」の1991年 調査は、テーマを 「人手不足下における中小製造業

の経営状況と労働面の対応」に置き、中間技術者(こ の調査ではテクニシfiソ を 「中間技術

者」と呼んでいるが、定義は上記テ クニシャソと同じである)の その後の状況について詳細

な情報を提供 している。調査の対象は、10人 以上300人 未満の中小製造業に限られているが、

調査結果をみると中小企業においてもME化 の進展を反映 して中間技術者が急速に拡大 して

いる。 「中間技術者」がいる事業所の割合は68%と 高 く、その 「いる」事業所の中で全従業

員に占める中間技術者の割合が 「3割 以上」 とする事業所が39%と 高 くなっている(労 働省

1992)o
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資料出所 泉(1986)

以上のようにテクニシャソの機能はますます重要になっているが、 しか し、日本の企業の

組織の中に技術者 と技能者の中間階層としてテクニシャソという第三の階層が存在 している

わけではない。柔軟な職務編成の下で、技術者、技能者のいずれか、またはその双方に中間

的業務を分担 させ七いるのが日本的特色である。 このことは企業においてテクニシャソの機

能を果たす者を人事管理上どのように位置づけているかを示す図1を みれば明かである(泉

1986第3部)。

テクニシャソの機能を果たす高度技能者を育成す るため、先進的大企業では社内にテクニ

シャソ育成のための専用の教育訓練施設を設置 して、実技 ・実験 ・学理についてイソテソシ

ブな教育訓練を実施 している。 これ らの訓練施設の中には、戦前に開始 された技能者養成以

来の長い伝統をもつものがあり、その一部は現在、高卒2年 間の企業内短期大学校に発展 し

ている。中小企業の従業員の場合、社内教育は十分 とはいえないが、親企業や設備メーカー

の研修施設、中小企業大学校 ・工業試験場 ・公共職業訓練施設など公的施設がテクニシャソ

へのレペルアップのための教育機会を提供 している。 このようなテクニシャソ教育過程を修

了 した者は、工機部門、品質管理部門、開発部門$'配属 され、エ リー ト技能者として将来性

のある仕事に就 き、社内で高い威信を享受 している。

欧米では、短大卒をテクニシャソとして採用する場合 と技能労働者が追加教育を受けてテ

クニシャソに格上げされる場合とがあるが、テクニシャソは、技術者と同様ホワイ トカラー

であり、技能者がテクニシャソに格上げされると技能者の職務 とは異なる職務を担当するこ

とになる。 また、欧米では近年、テクニシャソの給源が技能者の格上げから短大卒に移行 し

ており、技能者の職業的魅力の低下を来たしていることが指摘されている(Lindley1991)。

これに対 して日本では今日でもテクニシャンの給源の多 くは技能者であ り、また技能者がテ

クニシャソの職務を担当するようになって'も技能者 としての位置づけのままでいる場合が多

い。 このようなテクニシャソの機能を担 う者が生産現場で技術スタッ・フと現場の技能労働者
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の情報の交流、改善活動などに寄与 しているのである。腕の技能と技術的理解力の双方を有

する者が技能者として位置づけられているとい うことは、技能者の中に高い嶺をつくる効果

があり、技能労働者の威信の向上に寄与しているものと考えられる。

以上のように技能の高度化 ・技術化は、ハイテク時代の適応力豊かな人材形成に貢献 して

きたことは高 く評価されなければならないが、このような傾向に問題がないわけではない。

宗像元介(1992)は 、技術史の観点から日本の生産現場における技能の知識化志向が技能者

の技能を解体す る恐れを鋭 く指摘 している。宗像は 「もの作 りの原点」は、明示的な 「思念」

としての技術と、個別的非明示的な 「わざ」 としての技能の協働作用にあり、どんなに技術

が進んでもそのことに変わりはないことを強調 した上で、日本の技能形成の重点である 「技

能の技術化」が 「労働の知識化」を志向し 「熟練化」を志向 していないために、もの作 りの

原点から乖離 してい く恐れがあるとしている。

5.分 業志向と参加志向

(1)テ イラリズムの本質と日本の技術者の対応

技能労働者の労働内容に影響を及ぼす大きな要因として機械化 ・自動化と並んで作業組織

の合理化がある。言うまでもなく後者の推進の原動力となったのはテイラリズムである。テ

イラリズムにおいては、管理者が時間研究、動作研究によって労働者の標準作業量 ・標準作

業方法 ・工具の用法に関するワソ ・ベス ト・ウエイを決定 し、それらを作業指図書に細かく

規定する。労働者にはその指図書に従って忠実に作業す ることが要求される。 このような決

定者 と遂行者の分業を通 して生産能率の向上を図ることがテイラーの基本的な狙いであった

(デイラー1969,Schneiderl957pp.$5-7)こ のような考え方に従い、フォー ドはペル ト

コンペアを組立 ライソに導入 し、作業を細分化 ・標準化 して労働者に 「頭脳の働 きを必要 と

しない」作業を担当させることによって驚異的な生産性の向上に成功 した(Ford1926)。

しかし、テイラリズムによって産業社会は生産性向上という果実を得た代わりに高価な代

償の支払を余儀なくされた。そこでは、個人に対 して低い信頼度 しか与えられないため人間

はいつで も取 り替えのきくスペア部品とみなされるようになった。 このような人間観と技能

者の職能要件の低下が労働者の威信を大 きく低下させることになったのである。フリー ドマ

ソ(1970pp.246-9)は 、この間の事情を次のように表現 している。 「人間を豊かにす る

手工業や熟練労働の経験が しだいにオー トメーショソの進歩によってむ しばまれている世界

にあっては、労働の ヒューマニズムは、もはや夢で しかなく……労働のヒューマニズムは、

もはや教育の中で中心的概念たることはできない。技術文明とい う現実を前にしては、労働

に、教育の原動力としての特権を与えることはできない」。

わが国では明治以降今日に至るまで多 くの企業が、欧米の先進的技術を導入 して生産性の

向上を図ることを経営の基本戦略としてきた。そのような経営文化の中でテイラリズムは、

わが国の技能労働者の労働内容にどのような影響を与えたであろうか。この点についてはテ

イラリズムの導入過程に関する奥田健二の研究が示唆的である。

奥田(1985第2章)に よれば、テイラーによって定式化された科学的管理法は1920年 代

に臼本に紹介され産業界に多大な影響を与えたが、日本の生産技術者たちはテイラリズムを

そのまま日本に移植 したのではなかった。当時、科学的管理法の導入に先導的役割を果た し

た国鉄工作工場や専売局タバ コ工場の生産技術者たちの行動様式について奥 田は次のように

述べている。彼ら技術者たちはアメリカで生まれた科学的管理法の背後に、現場に働 く人び

とを 「作業研究」の単なる対象者としてモノ的に扱 う考え方があることに気づき、その適用
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に当たって彼 らは 「科学的管理法の技法は導入 したが、 しかしその根底にある労働者蔑視観

を導入す ることは拒否 したのであり、労働者の参加を得、従って労働者の協力を得て現場の

改善を進めるとい う姿勢が貫かれ」たのである。

アメリカ的管理技術を導入 しこれを日本化 して成功を収めた例として、テイラリズムと並

んで周知の品質管理をあげることができる。1920年 代にシs一 ハー トが考えだした統計的品

質管理がシューハー トやデミソグによって日本に導入されたのは第二次大戦後のことである。

それは品質管理技術者のための管理手法として最初は直輸入の形で適用されたが、試行錯誤

の中で当初の製品の品質管理から質の管理として全社の業務をその対象に含むTQCへ 移行

し、 さらにQCサ ークル活動という外国ではまったく考えられなかった全員参加の改善活動

へと展開されてきた(唐 津19811i)。

テイラリズム、品質管理技術などアメリカ的管理技術を貫 く基本的考え方は、管理する者

と管理 される者 との明確な分業が特徴であり、管理者 ・技術スタッフが科学技術の原理を応

用 して管理法を決定 し、現場の労働者はこれを遵守する責任だけが負わされる。その厳密な

分業の背後には人間に対する不信がある。これに対 して、日本的経営では、管理法の決定過

程における労働者の参加を重視 し、また決定された方法を絶対視することなく、それをより

よいものにしていくために現場の労働者から改善提案を期待するという基本姿勢がある。こ

のような彼我の経営方針に違 いをもたらした要因は何か。奥田健二(1990p.15,97)は 、

アメリカ的管理技法は、参入と退出の激 しい労働力を効率的に管理す るために、誰が入れ替

わって入ってきても生産活動に支障の起 きない生産方式を迫求してできあがった管理技術で

あり、それはあま りにも市場原理に価値を置きすぎ、職場 メソバー間の感情的交流等を切 り

捨てて しまったことが問題であるとしている。また、島田晴雄(1988p.110)は 、 トヨタ

とGMの 合弁工場であるNUMMIに 対する調査を踏まえて技術 と人間の関わりをヒューマ

ソウェアと呼び、テイラリズムがこのヒューマンウェァをできるだけ排除 し丸ところで技術

を構築 しようとしたところに問題があるとしているが、これも今日のアメリカ的技術過信に

対する鋭い指摘である。

テイラリズム発祥の国、アメリカにおいて も労働の細分化 ・標準化のもたらす問題点は早

くから問題にされていた。たとえば1962年 にウォーカー(Walker1962p.76)は 次のよう

に指摘 している。 「仕事の内容を簡単にし、技能を不要にす るという過去半世紀にわたる傾

向が反作用をもつことは不可避であった。それは人道主義者の説教や人間のロボッ ト化に関

する急進派の呼びかけによって生 じたのではない。職務の拡大、マスプロ労働者に対 してよ

り多 くの責任をもたせ、技能を高め、判断の機会を増や してい くことがペイすることが生産

者にわかってきたからである」。

このような考え方がその後の職務充実化や労働の人間化(QWL)に 連なってい くのであ

るが、アメリカでは今 日でもQWLは 「人間資源の有効利用による生産性向上」のための活

動として捉えられている(嶺1986p.6)。 このためその限界を指摘する声が少なくない。

「現在の技術条件の下で多くの職務は職務拡大に適さない」(Walker1962p.79)、 「総

じて職務拡大運動にしても職務充実運動に しても、結局は、 『能率の向上運動』のわ くを出

ていない… 『能率の向上』 と 『労働の人間化』は果 して両立 し得 るのかという根本的な問い

にまではこれらの試みはいたっていない(中 岡1970p.129)。 「生産牲を高めるための分

業の深化や技術の発達は、人間労働を単調反復作業に分解 してい く(た め、両者の間には)

トレー ドオフの関係」がある(萩 原1986p.92)

私見によれば能率の向上と労働の人間化の共存を否定する論理は、結局、技術革新が労働
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を単純化させるとい う技術決定主義に陥っているように思われる。人間性を否定 した技術万

能主義がすでに破綻を来た しヒューマソウェアの復権が指摘 されているように、QWLを 排

除 した能率向上運動 も長期的には破綻を来す ものと考えられる。 この点で嶺学(1991pp.

197-203)が 指摘 しているように、労使関係の中で労働組合が果たすべき大 きな役割がある。

(2)労 働者参加

QCサ ークルや改善活動は、日本での成功が刺激 となって今 日では各国の産業界に普及 し

ている。そのような世界的普及の背景には、これらによる生産性向上効果に対する期待があ

ることはいうまでもないが、労働者参加や労働の人間化(QWL)の0環 をなす ものとして

捉えられたことも大 きな要因をなす ものといえよう。労働者参加には、参加の程度、権力の

型、参加の範囲、制度などの次元でい くつものタイプがあるが、 クロスランド(Crosland

1959)が 述ぺているように 「(労 働者参加の)問 題は、企業の経営管理の上層に労働者全体

が大衆参加す ることではなくて、第一次労働集団が彼 ら自身の労働の分業の仕方、作業編成

の仕方、労働に対する報酬のあり方の決定に参加すること」であり、とりわけ職場の問題に

対する労働者の直接参加が重要である。直接参加は、労働者が直接参加す るものでQCサ ー

クルや作業チームはこれに当たる。QCサ ークルでは現場労働者の改善提案を重視す るが、

提案を採用するかどうかの決定権はサークルにはない。

これに対 して作業チームの場合、チームの成員に対 して彼 らの作業組織について幅広い裁

量権が与えられ、厳密な監督を排除 した作業遂行方式がとられる。作業チームの考え方は、

1960年 代、ノル ウェーの労使 が協力 しイギリスのタピス トック研究所の協力を得て始められ

た 「社会 ・技術システム」に関する実験がその端緒をなしている(Strauss1922、 赤岡功19

89)。 トヨタ自動車とGMの 合弁企業NUMMIに ついてはすでに前言 したが、NUMMI

は、もとのGM工 場当時とほとんど同 じ設備、同じ労働者を用いながら新 しい管理法を導入

したことで生産性の大幅な向上、欠勤率の著 しい改善に成功 したことによって、一躍注 目を

集めるに至った。そこでは、作業チームがジョプローテーショソの計画、チームメソパー間

の負荷の均等化のための作業割当に責任を負い、また積極的な改善活動を展開 している。そ

こでは自律的作業方式の実効を確保するため作業チームへの大幅な権限委譲と併せて、管理

者も労働者も同 じ服装を着用 し、食堂 ・駐車場 ・トイレなども共通なものを使用するように

したこと、従来の職種区分が85に 細分されていたものをわずか4区 分に統合 したこと、賃金

制度が従来の業績主義賃金制度から技能の習得度によって賃金を決める職能賃金制度(Pay

forknowledge)へ 移行 したことな ども好結果を もた らした背景となっている(Brown

andReich1989、 島田 前掲書第1章)。

6.技 能の評価と賃金決定

(1)賃 金格差と年功カーブのもつ意味

賃金が、技能労働者の職業的魅力を規定する大 きな要因の・一つであることは論を待たない。

職業的位置に対す る誘因として賃金がどの程度効いているかを知 るためには、他職種との賃

金格差だけでな く、賃金の決め方やカーブの形についても検討する必要がある。結論を先取

りして言えぱ、日本のブルーカラーの賃金はホワイ トカラーとの格差が小さい上に、能力開

発志向型 ・キャリア志向型であるところにその特徴がある。

1991年賃金構造基本調査によって男子 ホワイ トカラー一(管 理 ・技術 ・事務労働者)と ブルー

カラー(生 産労働者)の 所定内賃金格差をみると、81で ある。 この格差をヨーロッパ主要国

(イギ リスのみ1975年 、他は1972年)に ついてみると、イギ リス81、(旧 西)ド イツ74、 ぺ
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ルギー68、 フラソス55、 イタリア55な どの順で格差が大 きくなっており、日本はイギ リスと

並んで格差の少ない国に属する(小 池1981p.296)。

日本ではブルーカラーの新規給源は最近は主に高卒者となっているので、大卒男子ホワイ

トカラーと高卒男子ブルーカラーの格差をみると68で ある(1990年)。 この格差を長期的に

みると、1970年 には62で かなり大 きく開いていたが、1975年 に68に縮小 し、以降はほぼ横ば

いである。 しか し、1990年 の格差を年齢階層別にみると30歳未満層では90程度であるが、30

～34歳 層では85、35～39歳 層では77、40～44歳 層では69、45～49歳 層では61、50～54歳 層で

は53と拡大する(表1)。 高卒ブルーカラーと大卒ホワイ トカラーの賃金格差が1970年 代初

めに大幅に縮小 したのは、当時は中卒ブルーカラーに代わって高卒ブルーカラーが基幹労働

力として大量採用 されるようになった時期であり、また技能労働者不足がきわめて深刻化 し

ていたことによるものとみら乳る。70年 代後半以降両 グループの賃金格差は、前述のように

全体 として横ばいに推移 しているが、20歳代の若年層については格差は拡大傾向にある。す

なわち、1980年 と1990年 の10年間に20～24歳 では94.2か ら88.9へ 、25～29歳 では96.0か ら

90.7へ というように明らかに拡大 している。

以上は、製造業におけるホワイ トカラーとブルーカラーの賃金格差の実態であるが、就業

構造基本調査によって全産業雇用者の所得格差を職種別にみると表2の 通 りである。男子技

能工生産工程従事者 と全雇用者の所得格差は、1977年 の86.2が1982年 には85.2へ やや拡大 し、

1987年 には83.4で さらに拡大 している。一方、事務従事者の所得は同じ3時 点比較で全体水

準を上回る傾向が一貫 して強まっているのと対照的である(い ずれも中位数による)。

次に賃金カーブをみてみよう。 日本のブルーカラーの賃金は、ホワイ トカラーに比べてカー

ブが少 し寝ている違いはあるが、年齢 ・動続年数に比例 して上昇カーブを描 く年功賃金であ

る(20歳 代前半層を100と して40歳代後半で172と なる)。 これに対 してヨーロッパの賃金は、

小池和夫がECの 賃金統計を用いて明らかにしたように、ホワイ トカラーの場合日本のそれ

と類似 したカーブを描 くのに対 して、ブルーカラーの場合年齢による上昇は僅かである。20

歳台前半層を100と した指数でみてピーク時年齢層で110～115を 示すにとどまり、ほとんど

横ばいに近い。西欧ブルーカラーの賃金カーブと比較 して際だった特徴である日本のブルー

カラーの年功賃金カーブは、家族生計費の上昇に対する生活保障の意味 もあるが、長期的視

点による技能の継続的向上がなければ長期にわたって年功カーブは維持 し得なかったものと

考えられる。その意味で技能労働者にもホワイ トカラー同様に生涯にわたる技能の継続的向

上が求められていると言えよう。

これに対 して西欧ブルーカラーの賃金は、年齢ではな く技能度による明確な格差が特徴的

である。たとえば、イギリスにおける総平均賃金に対する職業 グレー ド別賃金格差をみると、

職長(分 類上はホワイ トカラー)132、 熟練工108、 半熟練工99、 不熟練工88の ように明確な

格差がある(Marsden1981)。 職種が熟練工、半熟練工、不熟練工 と明確に対応 している

欧米では、熟練工にラソクされる職種に就 くためには通常3～6年 間の見習い訓練の修了を

必要とする。所定の見習い訓練を修了 した者(国 によっては修了後熟練工試験の合格を要す

る)、 または同等資格があると認定 された者だけが熟練職種に熟練工 として就職することが

でき、有資格者は年齢にかかわらず就職した時点で一人前の熟練工賃金が支給される。他方、

所定の見習い訓練を修了 していない者は半熟練工または不熟練工 として就職 し、追加教育に

よって格上げされない限 り一生半熟練工ない し不熟練工の位置にとどまる。

なおSSM調 査の分析においてわが国のブルーカラー階層が職種によって熟練 ・半熟練 ・

非熟練に区分されているが(盛 山ほか1990PP.21-5)、 職種を技能度と対応 させる分け方
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表1男 子大学卒ホワイトカラーと高校卒ブルーカラーの賃金格差

(所定内給与、製造業)(男 子大学卒ホワイ トカラー=100)

年 年齢計 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～嫁1妬 ～49歳 50^-5455^-59歳

1970 62.0 93.4 92.4 77.8 65.3 51.1 41.5

1975 .:
.. 93.4 84.2 71.4 s1.s 53.5 50.? 50.3

1980 68.0 94.2 96.0 85.6 75.8 63.9 55.4 49.? 50.2

1985 .: go.9 ., 87.2 78.0 68.6 5$.1 52.4 49.5

1990 67.6 :: 90.7 :一. 77.0 68.7 si.z 53.4 49.8

資料出所 労働省 『労働白書平成4年 版』 日本労働研究機構

P.352-3よ り鼻出した。

表2男 子雇用者の職業別所得格差

(全雇用者年間所得の中位数=100)

1977年 1982年 1987年

`.数 100.0 it1 li1

専 門 ・ 技 術 127.3 125.4 120.6

管 理 181.4 182.? 1$1.9

事 務 ・ 技 術 iis.i ii7.s iz1.s

販 売 11 ioa.s 4

農 林 ・ 漁 業 71.9 71.i s1.s

採 鉱 ・ 採 石 78.3 .; 89.3

運 輸 ・ 通 信 95.? 94.4 si.1

技 能 ・生 産 工 程 :. 85.2 83.4

労 務 ?4.4 ?4.5 ?1.3

保 安 ios.a 10s.4 1ia.z

サ ー ビ ス 71.7 70.1 68.3

(全 職種実額,万 円) 242.8 294.5 348.4

資料出所 総務庁統計局 『就業構造基本調査』原票から算出した。

注 雇用者のうち在学者を含まない。
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は、欧米の労使関係制度の下では意味があるが、わが国の実情には適 さない(a)。日本の企業

では欧米のように職種によって熟練工と半熟練工に区別する慣行がな く、職種にかかわ らず、

未経験者は最初はや さしい仕事を担当し、経験を積み習熟するにしたがって次第に難 しい仕

事、貴任の重い仕事を担当することが期待 されている。職種によつては、習熟曲線が短期間

で高原状態に到達するものがある。たとえば量産 ライソの組立職はそのような傾向があるが、

この場合、適性、能力、希望によって検査'・設備の保全 ・治工具部門などに配置転換 された

り、あるいはそのような職務を多能工として担当できるように技能の拡大を図っている場合

が多い(た とえば日本電装では、量産組立部門の従業員に対 して ジェネレータの分解組立を

一人でできるように基礎訓練を実施 している) 。

賃金の決め方について も欧米 と日本では大きな違いがある。かつて画一的な年功賃金から

能力主義管理へのスローガソの下に日経連主導でアメリカか ら職務給制度の導入が志向され

たことがあるが、 この職務給制度は普及 しなかった。代わって普及 したのは職能給制度であ

る。職務給制度は、職務分析を基礎として職務評価 ・職務格付けを行い、職務分類体系を確

立することによって職務給の格付けを行 う賃金決定方式である。職務給が伸びなかった原因

は、職務の安定性を前提にす る職務分析やそれに基づいて決められる職務給は、柔軟な職務

編成を重視す る日本の企業の実情に合わなかったことと併せて、個人の潜在能力の開発を促

進す る上で職能給の方がより効果的と考えたか らである(嶺1986p.119-24)。 近年、欧

米においても業績主義賃金に比べて職能賃金の効用が注 目され、導入される傾向にあること

はすでに触れた通 りである。

(2)資 格制度

公的機関が付与する能力証明が技能労働者の地位向上に大 きな役割を果たしているもっと

も典型的な例として ドイツの熟練工資格およびマイスター資格がある。 ドイツでは3年 間の

見習い訓練修了後、手工業会議所等の実施する熟練工試験に合格 した者は熟練工の資格を与

えられる。 この資格がなければ指定職種(約400職 種)に 熟練工 として就職することはでき

ない。熟練工資格取得後 さらに2年 間以上の実務経験と、2年 間の夜間マイスター学校への

通学によって、マイスター試験受験資格が認められ、合格者にはマイスター資格が与えられ

る。 ドイツでは自営業開業資格や徒弟の採用 ・訓練権はマイスター資格保持者にしか認めら

れないため、マイスター資格の取得には大きな実益が保証されている。また、大企業の工場

では職長はイソダス トリアル ・マイスターの有資格者の中から専任されるのが普通であり、

マイスター資格の取得 にはここでも大きなメリットがある。

デュッセル ドルフ手工業会議所(HandwerksKammerDuesseldorf1981)が1981年 に

マイスター試験合格者に対 して実施 したアソケー ト調査に 「あなたは職業をもう一度や りな

おすとしたら手工業職をもう一度選びますか」 「あなたはあなたの(将 来の)子 供たちに手

工業職に就 くことを勧めますか」とい う質問がある。 これに対 していずれも約90%の 者が

「はい」と回答 している。

1981年 に京浜地区の建設業の自営業主および従業員(有 効回答1027所)に 対 して筆者が関

係市当局の協力を得て実施 したアソケー ト調査によると 「もしも、もう一度人生のや り直 し

が可能であるとすれば、あなたは現在の仕事を選びますか」 という質問に対 して 「選ぶ」の

回答割合は、業主、従業員いずれにおいても約25%に とどまった。なお、業主の場合、51%

の者は後述の 「技能士」の有資格者であった(泉1983)。

日本では職業能力開発促進法(前 身は職業訓練法)の 中に技能労働者の技能の向上と地位

向上を目的として、国が実施す る技能検定に合格 した者に対 して技能士(1級 、2級 および
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特級)の 資格を与えることが規定されている。 ドイツの熟練工資格と異なるのは、日本の検

定制度では受検資格と見習い訓練とが連動 していないこと(所 定訓練修了の有無にかかわら

ず経験年数があれば受検資格が認められる)、 検定職種 と就業制限職種 とが連動 していない

ことなどである。 また、マイスター資格のように、 自営業開業資格や徒弟訓練権 というよう

な実益を保証するものでもない。要するに日本の技能検定制度は、国家が技能水準を認証 し

て与える称号であ り、その資格を尊重するかどうかは事業主ない し産業界に任されている。

圓本では、この制度 を従業員の目標管理の一環として活用 している企業は少な くないが、検

定職種が限られている等の理由のため、技能士有資格者を明示的に優遇することは困難 とす

る企業が多い。

しかし最近筆者が関係 した大阪府の調査結果をみると、建設業界の大手ゼネコソにおいて

は、下請業者の雇用す る技能労働者の技能向上策として技能検定制度を活用す る傾向がみら

れる。ゼネコソ傘下の下請企業は、技能士の資格取得を奨励するため受検費用の一部負担、

資格取得者に対す る手当の支給などの措置を講 じるようになり、技能士有資格者が事業所内

だけでなく社会的にも評価 を得つつある。技能検定制度を通 して、技能の社会化が図られ、

ブルーカラーの威信の向上に寄与す る可能性を示すものといえよう{η。

結 び

これまでの検討から得られる含意を要約すれば、技能労働者のキャリア志向、技能の多能化・

技術化、直接参加による生産過程の半 自律的統制、年功賃金カーブ、ブルーカラーとホワイ ト

カラーの少ない賃金格差などは、技能労働者の職業的魅力を高めるように作用 しているとみて

よいであろ う。上記の大阪府のアソケー ト調査で 「技能労働者の社会的地位が技術者 ・事務従

事者に比ぺて次第に低下 しているという見方に対 してどう思われますか」を聞いている。 これ

に対する回答は、肯定38%、 否定30%、 どちらともいえない30%で ある。地位低下を否定 した

回答者にその理由を聞いた結果をみると、 「品質 ・設備保全等の面で技能労働者も重要な責任

を担 うようになっている」がもっとも多 く、ついで 「働 く環境 が改善されている」 「改善提案

等での貢献が高まっている」 「職能の違いが明確でなくなっている」などの順であった。他方、

地位低下肯定の理由としては、 「昇進 に限界」 「仕事が不安定」 「賃金がよくない」 「休日が

少ない、労働時間が長い」などが主なものである。

筆者が奈良県の中小企業の技能系従業員を対象に実施 したアソケー ト調査の設問に 「あなた

は、知人から新規高卒者の就職相談を受けた場合に、いまの勤め先を勧めますか」 というのが

ある。 これに対する回答は、 「勧める」15%、 「勧めない」37%、 「どちらともいえない」48

%で あった。勧めるかど うかの判別規定要因を数量化理論第2類 を適用 して分析 した結果、

「賃金水準」 「仕事の将来性」 「休 日制」などが 「機械に使われる仕事のきつさ」や 「職場環

境(騒 音、高熱、ガス)」 よりも強く影響 していることが確認 された(泉1991)。

技能職の魅力を高めるためには、賃金や休日制等の基本的労働条件の向上 と将来に希望のも

てる仕事を与えることが重要であることを示唆 している。すでに述ぺたように賃金については

製造業の大卒ホワイ トカラーと高卒プルーカラーの若年層の賃金格差や、技能工生産工程従事

者の全体平均に対する所得格差が近年拡大傾向にあ り、技能職への誘引力の低下を導 く恐れが

あることを示 している。また将来性については、社会的通用性のある公的資格取得を奨励 し、

自律的キャ リア形成を支援することが、技能労働者の威信向上のためにもまた雇用保障のため

にも重要な対策と考えられる。 この点で技能士資格の保持を職能資格と連動させるなど有資格
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者に対する企業の処遇の改善を図るため企業を超えた業界全体の強力な取 り組みが要請される。

最後に、技能職の魅力向上を促進または阻害 していると思われる主な要因を列挙 して結びと

す る。

(促進要因)

① 大企業基幹技能者は、企業の社会的威信 と同一化 し、同時に製造部門における地位上昇

に期待 している。

② 改善提案、設備保守など企業 目的に対する個人の明確な貢献の機会が増え、自己実現の

意欲を満たしている。

③ テクニシャソとしての能力を高めるための教育機会への参加が増えている。

④ 高熱重筋肉労働の軽減、冷暖房設備の導入など働 く環境の改善が進んでいる。

(阻害要因)

① 若年層を中心に技能労働者と他の職業との賃金格差が拡大傾向にある。

② 生活者の立場から休 日 ・労働時間などの面で強い不満がある。

③ 高いキャリア志向意欲 をもっている者が多いが・仕事の将来性に不満をもつ者も多い。

④ 技能検定制度が、技能労働者の威信を高め、雇用を改善するために+分 機能 していない。

⑤ 職場環境には依然問題があるが、技能労働者の働 く職場をすべて3K職 場ときめつける

風潮 も問題である。
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(注)

1.本 稿執筆に当り、宗像元介先生から貴重な示唆を頂き』ました。 ここに記して、深甚の謝意を表 します。

2.電 機労連の組合員意識調査によって回答者の中で 「管理職」と 「役付者」を志向する者が占める割合

を職種別にみると、 「生産現楊」20%、 「技術製造」20%、 「技術 。研究開発」22%、 「事務」31%、

「販売 ・サービス」38%で あ る。

3.1962年 に東京地区の労働者を対象に行われた調査で、ブルーカラーの3分 の2は 「労働者階級」、4

分の1は 「労働者階級(た だし、マルクス的概念ではない)」 と回答している。

4.1960年 代の自動車産業の人材ニーズの特徴について、T自 動車工業の教育担当者は次のように述べている。

「現在の技術革新は、量産および品質の保証を、機械それ自身の精度にゆだねてい る。 したがって一般

の作業員には、いわゆる操作工として材料を取 り付け、ポタソを押 し、定められた作業基準に従って監

視をする以外に、特別な 『腕』と呼ばれるような披能は不要になってきた。すなわち、繰 り返し作業に

あきない性格とか、定められた事項を忠実にチェックするというような集中力である。操作工の分野で

は、職務に差 し支えない程度の一定水準に達するまでの訓練期間は、従来に比べて大幅に短縮されたと

いえよう。」 「大量生産下における技能者と監督者の能力開発の方途」 『職業訓練』1961年10月 号。

5,ア メリカ労働統計局の最新のデータ(1988年)Lrよ うてみると、エソジニアが181万 人 であるのに対

して、テクニシャソおよび関連補助職は352万 人 となっている。

6.金 属機械関係職種について熟練 と非熟練の対応をみてみると、鋳物工、圧延工、自動車組立工、自動

車整備工、一般機械組立工、一般機械修理工などが熟練工に、製銑工 ・製鋼工、金属工作機械工、金属

溶接工、手仕上げ工、電気機械器具組立工 ・修理工が半熟練工に、それぞれ分類されている。熟練工に

分類される職種は、半熟練工に分類される職種に比ぺてより高度な技能が必要とされるあるいは、より

長期の訓練期間を必要とする、というような対応関係があるようには考えられない。

7.大 阪府 「技能労働者の処遇活用状況等調査」の報告書を参照のこと(大 阪府労働部1992)。 また、

当該調査結巣を織 り込み、 「技能労働者不足の実態 と企業の対応」と題する小論を、当大学総合研究所

所報第1号 に掲載予定である。



256 奈 良 大 学 紀 要 第21号

引 用 文 献

赤 岡功(1989)r作 業 組 織 再 編 成 の 新理 論 』 千 倉 書 房 。

Blauner,R.(1973)Alienation即dP伽 θdbm,UniversityofChicagoPress,佐 藤慶 幸 監 訳 『労 働

に おけ る疎 外 と 自由』 新 泉 社 、1971。

Braverman,H.(1974)LsbourendMonopolyCapital,MonthlyReviewPress,富 沢 賢 治 訳

『労 働 と独 占資 本20世 紀 にお け る労働 の衰 退 』 岩 波 書 店 、1978。

Brown,C.andReich,M.(1988)°WhenDoesCooperationWork?ALookatNUMIviland

GM-VanNuys",(勧 施鼎 勉1脆 η4師a囮θηf忍 θvオθw,31(4).

Crosland,C.A.R.{1959)"WhattheWorkerWants"inHirszowicz,M.(1985)Industrial

Sociology,BasilBlackwell.泉 輝 孝訳 『産 業 社 会学 入 門 』 ミネル ヴ ァ書 房,1992,A.315よ り引 用 。

Davis.D.J.(1988}"TechnologyandDeskilling:theCaseofFivePrincipalTradeAreasin

NewSouthWales",New招 鋤 π01qgy,tiYork8η ゴ 」動卯jby囮 θηf,2-1,PP.474.

Doeringer,P.andPiore,M.(1971)InternalLaborMarketandManpowerAnalysis,Lexington

Books.

Dore,R.P.(1973)」 野 出 治 」殆砿αy㌧頭p8η θ5θFactory,UniversityofCaliforniaPress,山 之 内 靖 ・

永 易浩 一 訳 『イ ギ リスの 工 場 ・日.本の工 場 』1987年 。

Handwerkskaa皿erDuesseldorf(1981)BereitschaftzurSelbstaendigkeitimHandwork.

Duhlqp,J.TL(1948)TheDe▼elopmen10fLaborOrganisationina,r-,R.andShistes,エ(eds.)1加 幼 ぬヲ

血toLaborIssues,Macmillan.

Fo=d,H.(1926)TodayandTvmarrow,稲 葉 訳 『フ ォー ド経 営 』 東 洋 経 済 新報 社1968,p。195。

Friedmann,G.(1970)La,PcrissanceetlaSagesse,Gallimard,中 岡哲 郎 ・竹 内 成 明訳 『力 と知 恵 』

人 文 書 院1973。

藤 田英 典(1990)「 社 会 的 ・教 育 的 トラ ッキ ソ グの構 造 」 菊 池 城 司 編r現 代 日本 の 階 層 構 造③ 教 育 と社 会

移 動 』 東 京 大学 出版 会 。

福沢 諭 吉(1962)『 文 明詮 の概 略 』 岩 波文 庫 。

Goldthorpe,J.H.,Lockwood,D.,Bechhofer,F.,andPlatt,J.(19&9}The.4.f}luenttiYorkerin

theClassStrrrctuneCambrideUniversityPress.

Gustaysen,B:(1986)"EvolvingPatternsofEnterpriseOrganization:TheMoveTowards

GreaterFlexibility",InternationalLabourReview,vo1.125,pp.367-82.

萩 原進(1986)「QWL改 善 の手 続 論 的 考 察」 大 原社 会 問題 研 究 所 編 『労 働 の人 間 化 』 法 政 大 学 出 版 局 。

間 宏(1971)『 日本 的 経 営 』 日本 経 済新 聞 社 。

今 田高俊 ・原純 輔(1979)「 社 会 的地 位 の一 貫 性 と非 一貫 性」 富永健 一編 『日本 の階 層構造 』東 京大 学出版 会 。

稲 上毅(1981)『 労使 関係 の社 会 学 』 東 京 大 学 出 版会 。

泉 輝孝(1983)『 高学 歴 社 会 に おけ る職 人 の 地 位 意 識』 職 業訓 練 研 究 セ ン タ ー。

(1986)「 技 術 力 の 向上 と人 材 開 発 に関 す る調査 結 果」 職 業 訓 練 研 究 セ ソ ター 編 『これ か らの 職 業

能 力 開 発』 大蔵 省 印刷 局。

(1991)「 奈 良 県 中小 工 業 にお け る人 材 開 発 と現 業 労働 者 の職 業 意 識 」 『奈 良 大 学 紀 要 』 第19号 。

唐 津 一(1981)『TQC日 本 の知 恵 』 日科 技 連 出 版社 。

菊 池 城 司(1990)「 現 代 日本 に お け る教 育 と社 会 移 動 」 菊池 城 司 編 前 掲 書 。

小 池 和 夫(1981)『 日本 の熟 練』 有 斐 閣。

Lindly,R.(1991}°lnteractionsintheMarketsforEducation,TrainingandLabour:A



泉:日 本の技能労働者の誘因 ・貢献と職業的魅力 257

EuropeanPerspectiveonIntermediateSkills"inRyan,P.(ed.)血'α 刀8診わηε1Comparisonsof

VocationalEducationand?rainingforIntermediateSills,TheFalruerPress.

Marsden,D.(1981)PayDifferenceinBritain,West(se皿any,FranceandItalyin.Employment

Gazette,1981{g},

Mars,K.(1964)城 塚 登 ほ か訳 『経 済学 哲 学 草稿 』 岩 波 文 庫 。

Merton,R.(1957)5励1TheoryendSocialStructure,TheFreePress,森 東 吾 ほか 訳 『社 会 理 論

と社 会 構 造』 みす ず 書 房 、1961。

嶺 学(1986)「 労 働 の 人 間 化 の展 開 と課 題」 法 政大 学 大 原社 会 問題 研 究所 編 前 掲 書 。

(1991)『 労 働 の 人 間 化 を求 め て』 法政 大学 出版 局 。

盛 山和 夫 ほ か(1990)「 現 代 日本 の 階 層 構 造 と そ の趨 勢 」 直井 優 ・盛 山和 夫 編 『現 代 日本 の 階 層 構 造① 社

会 階層 の構 造 と過 程 』 東 京 大 学 出 版 会 。

宗 線 元 介(1991)「 技 能 諭 」 現 代 職 業 訓 練研 究 会 編 『現 代 職 業 能 力 開 発 セ ミナ ー』 雇 用 問 題 研 究 会 。

(1992)「 披 能 者 養 成 論 」 『精 密工 学 会誌 』1992(1。

中 岡哲 郎(1970)『 人 間 の 労 働 と未 来』 中 公新 書。

(1971)『 工 場 の 哲 学 組 織 と人間 』 平凡 社 。

日産 自動 車(1981)『NISSANジ ャー ナル 』is8i年12月21日 号。

尾 高煙 之 助(1984)『 労 働 市 場 分 析』 岩 波 書 店 。

OECD(1973)Rev}eweofManpowerandSocialPolicies-=漁 脚 冊r%加7加 蜘,労 働 省 訳

編POECD対 日労 働 報 告 書 』 日本 労 働 均 会,1972。

岡 本英 雄 ・原 純 輔(1979)「 職業 の魅 力 評 価 の 分 析 」 富 永 健 一 編 『日本 の 階層 構造 』 東京 大 学 出版 会 。

奥 田健 二(1985)『 人 と経 営』 マ ネ ジ メソ ト杜 。

(1990)『 日本型 経 営 の未 来 』TBSブ リタ ニ カ。

大 阪府 労 働 部(1992)『 披 能 労働 者 の処 遇 活 用 状 況 等 調 査 結 果 報 告 宙 』

Parsons,T.(1951)Towards86≒ 短θ厳1TheoryofAction,永 井 道 雄 ほか 訳 『行 為 の総 合 理 論 を め ざ

して』 日本 評 論杜 、1960。

労 働 省(1982)『 技 術 革 新 と 労働 に 関す る調 査 』

(1991)『 労 働 白書 平 成3年 版 』 日本 労 働 研 究 機 構 。

(1992)『 平成3年 産 業 労 働 事 情 調 査 結 果 報 告 書 』 。

Rousseau,J.J.(1962)今 野 一雄 訳 『エ ミー ル』 岩 波 文 庫 。

Schein,E.(1978)CarerDynamics,AllisonPublishingCompany,二 村 敏 子 ほ か訳 『キ ャ リア ダイ

ナ ミッ ク ス』 白桃 書 房 。

Schneider,E.{1957)IndustrialSociology,McGraw-HillBookCompany.

島 田晴 雄(1988)『 ヒ ュ ー マ ソウxア の 経 済 学 』 岩 波 書 店 。

Simon,H.A.(1976).4伽 ∫カ∫5血語 陀'.・磁 加1施r,3rded.,FreePress,松 田 武 彦 ほ か 訳 『経 営 行 動 』

ダイ ヤ モ ン ド社1989。

Strauss,G.{1992)Workers'ParticipationinManagementinJ.HartleyandG.Stephenson{eds.)

EatploymentRelations,BlackwellPublishers.

職 業 訓 練 研 究 セ ソ タ ー編(1983)『 メ カ トロニ クス 時 代 の 人 材 開 発』 大 蔵省 印 刷 局。

TakezawaShin-ichi(1969)TheBlue-CollarWorker,inN.F.Duffy{ed.)TheSocJOIogyof

theBlue-CollarWorker,Leiden,1969.

Taylor,F.(1969)上 野 陽 一 訳 編 『科 学 的 管 理 法』 産業 能 率 短 期 大学 出版 部 、1969。

Thomas,R.J・(1989)"Blue-CollarCareersMeaningandChoiceinaWorldofConstraints"in



25$ 奈 良 大 学 紀 要 第21号

Arthur,M.B.(ed.)伍 η4加 α左oκ ㎞erTheory,CambridgeUneversityPress.

富 永健 一(1979)「 社 会 階層 と社 会 移 動 の趨 勢 分 析 」 富 永 健 一 編 前 掲 書 。

(...)『 日本産 業 社会 の転 機 』 東 京 大 学 出 版 会 。

Touraine,A.(19fi2)AnHistoricalTheoryintheEvolutionofIndustrialSkills,inC.R.

Walker(ed.),1物d㎝Technologyend'Civilization,McGraw-Hin.

氏 原正 治 郎(+..)『 臼本 労 働 問題 研 究 』 東 京 大 学 出 版 会 。

U.S.DepartmentofLabor(1970)1bd}擢 嵐a紐Manpower1966≒1卿,U.S.GovernmentPrinting

Ofnce.

Walker,C.(1962);.,_Technologyandα 剛 加 ∬o履,Mcgraw-Hill.

Watson,T.(1987}Sociology,Work&Industry,2nded.,Routledge&KeganPaul.

Summary

∫叩aneseblue-collarworkers酊e叩preciatedby【theirgreatcontribution.forJapanese

industrialsuccess,whiletheirsocialstatusislowerbecauseoflessfavouritedistributionof

socialresourcestothemasshowninthesurveyof'SSM'.Thefactthatyoungworkers

disdainmanualjobofsoca皿ed"3K"reflectslowerstatusand3Sinducementofblue-collar

iob.Socialprestigeofbluecollarworkersmaydeclineiftheabledyoungworkerscontinue

todisdainblue-Co皿ar愈o皿nowO--.

Blue-collariob'sattractivenessdependsuponthereciprocityofinducementandcontribution.

Thisarticleshowshowthereciprocityaffectsbluecollaryob'sattractivenessthroughthe

analysisofstatus,mobility,classconsciousness,aspiration,skills,participation,wageand

qualification.


